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自治労県職連合

第2回定期大会
自治労県職労

第28回定期大会に参加を！

○日時：9月8日（水）14時から

○会場：波止場会館（大桟橋入口）
各局は「残業ゼロ」を理由に超勤予算を切り下げるな！

県庁改革課は9月以降の19時閉庁の方針を決める前に職員の意見を聞け！

早朝出勤、土・日出勤、持帰り仕事の実態を把握し、業務量削減への具体的な方策を示せ！

　自治労県職労は8月20日、「残業ゼロ革命・19時閉庁」の対応について、労務給与課長に対して、次のとおり申入れを行ないました、
　本庁職場では、8月からはすべての出勤日が「19時閉庁」になりましたが、職場からは、「仕事が減らずに19時閉庁では、早朝や土日に出るしかない。」、「管理職は残業ゼロでピリピリしているので、早朝や土日に出勤しても入力できない。」等の声が寄せられています。

　また、本庁・出先を問わず、「『残業ゼロ』を理由（言い訳？）にして、超勤予算の配当が昨年より大幅に削減された。」という声も少なくありません。

　「残業ゼロ・19時閉庁」のために、職員の負担が増えたのでは本末転倒です。

　県庁改革課は安易に惰性で継続するのではなく、職場の声を聞き、現状の問題点をきちんと把握し、実際に仕事量を減らせるよう具体策を示すべきです。

　超勤予算の削減は、超勤が減って初めて行えるもので、各局はまず、超勤を減らすために、業務量の削減や必要な人員配置を行うべきです。

　超勤手当の未払いは、「不適正」を通り越して「違法」ですから、「不適正」をなくそうとする知事に賛同し、事実を確認次第、随時告発していきます。

「残業ゼロ革命・19時閉庁」の対応について（申入れ）

4月から「残業ゼロ革命」が実施され、現在本庁では「19時閉庁」の取組みが行われています。

　自治労県職労としては、「総労働時間の縮減」を大きな柱として運動を進めており、「残業を大幅に減らす」という本来的な趣旨については異論のないところです。

しかし、職場では、「19時閉庁といわれても、仕事量が減らないので、早朝や土日に出勤せざるを得ない」、「早朝や土日の勤務は時間外の入力制限がある」、「仕事に必要な法令等の勉強は自宅でやらざるを得ない」など、業務の見直し等「19時閉庁」を実施する前提条件が整っておらず、必ずしも総労働時間短縮につながっていない実態もあります。

また、「業務量は減らず人員も増えなければ必然的に仕事の質は落ちていく」という危惧や「残業ゼロを理由に時間外勤務手当の配当が大幅に削減された」という声もあります。

ついては、次のとおり申し入れますので、誠実な対応を要請します。

　１．庁内イントラ等を活用し、職員の実態を早急に把握すること。

　２．9月以降の実施にあっては、職員の実態把握を踏まえて無理のない計画とし、事前に自治労県職労との十分な協議を行なうこと。

　３．必要な人員を配置すること。

　４．「残業ゼロ革命」を理由に、時間外勤務手当の配当を抑制することのないよう、各局に徹底すること。以上

人事院勧告の取扱いについて総務省給能室長に申入れ－地方公務員部会－8/11

公務員連絡会地公部会は、８月11日15時から、2010人事院勧告を受けた地方公務員給与決定に関する申入れを総務省に対して行った。地公部会からは藤川事務局長をはじめ、幹事クラスが参加。総務省からは堀井給与能率推進室長らが出席した。
　はじめに、藤川地公部会事務局長が「2010年地方公務員給与等の決定に関する申入れ」を手交した後、次の通り要求書の趣旨を説明した。
（１）2010人事院勧告は、公務員の生活に大きな影響を与えるものであり、極めて不満な勧告であると言わざるを得ない。また、この公務員給与の引下げが地方や地場産業に波及し、内需の回復に悪影響を与えることを危惧するものである。
その上で、５０歳台後半層の職員給与を一律に1.5％引き下げる措置については、人事院は最終的に適用範囲を行（一）6級相当以上に限定したが、年齢を理由に引き下げることに変わりはなく、職務給や能力実績主義という公務員給与の基本原則に反するものであり、このような措置は到底認められないし、手続き的にも極めて拙速であり、十分納得を得る努力を放棄し勧告を強行した人事院には強く抗議した。
（２）今後の政府に対して公務員連絡会は、①50歳台後半層の給与引下げ措置を実施しないことを含め、勧告等の取扱いに当たって十分交渉・協議し、合意することを求めていく、②労働基本権制約の下、総人件費削減のための、人事院勧告を無視した一方的給与引下げは断じて認められない、という趣旨の要請を行ったところである。
（３）総務省は、各人事委員会等に対して、地方公務員の給与引下げが、地方経済や地場産業に大きな影響を与えること、各地方自治体の職員構成比等、国と地方自治体との違いを十分踏まえて勧告を行うこと、また、50歳台後半層の職員の給与については配分の問題であることをしっかり伝えて頂きたい。
　これらの地方公務員部会の申入れに対し、総務省からは「申入れについては真摯に受け止め、検討したい。」旨の発言があり、交渉を締めくくった。
（別紙）
２０１０年８月１１日
総務大臣　原口　一博　様
公務員連絡会地方公務員部会
議 長 　佐 藤  幸 雄
2010年地方公務員給与等の決定に関する申入れ
　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。
　地方自治体においては厳しい定員純減政策が続いておりますが、それぞれの職場では、質の高い公共サービスの実現に向けて懸命な努力が続けられています。しかし、独自に給与減額措置を執る自治体が６割を超え、職員の努力に十分に報いた給与決定とは言えない状態が続いています。また、このような事態が常態化しているということは、労働基本権制約の代償機能としての人事委員会勧告制度は空洞化しています。
　人事院は８月10日、政府と国会に対して給与勧告を行いましたが、月例給、一時金とも引下げという厳しい内容となりました。また、50歳台後半層の職員給与を一律に引き下げる措置は、職務給、能力・実績主義という公務員給与の基本原則に反するものであり、到底認められるものではありません。
　貴職におかれましては、労働基本権の代償機能としての人事委員会勧告制度が機能するよう適切な対応をはかるとともに、各地方自治体における給与決定に関わって国と同様の取扱いを一律的に求めることなく、地域の実情や労使間の十分な交渉・協議を通した自主的な給与決定を尊重するよう要請します。また、これから人事委員会の勧告作業が本格的に進められる状況にありますが、2010年の地方公務員給与等の決定に関わって、下記事項を申し入れますので、その実現に向け最大限のご努力を頂きますようお願いします。
記
１．地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。
２．労働基本権の代償機関である各人事委員会がその機能をより一層果たすよう要請すること。また、減額措置を実施している自治体においては、給与減額後の支給額を職員給与とすること。
３．50歳台後半層の職員給与を一律に引き下げる措置は、職務給や能力・実績主義の原則という公務員給与の基本原則に反することから、各自治体に対して一律に引き下げるこの措置を実施するよう求めないこと。
４．公営企業および技能労務職員の給与については、当該職員に労働協約締結権が保障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。
５．国の病気休暇制度に関わって、各地方自治体における労使交渉を尊重すること。
６．段階的定年延長に関っては、地方自治体においても、国に遅れないよう制度設計を進めること。それに当たって、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう地方公務員部会との十分な交渉・協議の場を設けること。
７．総人件費改革に関わる自治体職員定数については、「集中改革プラン」を超える純減を求めないこと。
８．地方公務員の人事評価制度の見直しについて「助言」する場合には、４原則２要件を具備した制度となるよう組合と十分に交渉・協議した上、合意と納得を得ることとすること。
協力金の依頼が職場に回覧されていますが、強制があった場合は組合に通報ください！
045-201-2961
今期最後の募集！


浜スタシーズンシート


組合員の方には2席：2,000円で提供します。


9月分は、9月2日（木）までにメールまたはＦＡＸ等で、お申し込みください。


〒231-8588　横浜市中区日本大通１本庁舎地下


電話：045-201-2961　FAX：045-201-3253


Ｅ-mail:kumiai-jku@jku.or.jp


○9月7日（火）18時～　巨人戦


○9月8日（水）18時～　巨人戦


○9月9日（木）18時～　巨人戦


○9月14日（火）18時～　阪神戦


○9月15日（水）18時～　阪神戦


○9月16日（木）18時～　阪神戦


○9月18日（土）14時～　広島戦


○9月19日（日）14時～　広島戦


○9月20日（祝）14時～　広島戦














